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且． ばじめ臆  

商業施設の立地選定問題とは，どこに施設を設ける  

のがよいのかという場所の決定問題である。場所が問  

題となるのは，場所によって売上が左右されるからで  

ある。コンビニエンス①ストアを例にすると，扱う商  

品の数や商品の並べ方9 店員のサービスや売り方もほ  

とんど同じであるにもかかわらず，売上は店の場所に  

よって大きく異なる。要するに，場所が良ければ売れ  

るし，場所が悪ければ売上の伸びには限界があって，  

いくら努力してもそれ以上は売れないということであ  

る。したがって，よく売れる場所を選んで立地におけ  

る競争の優位性を確保することは，小売業を営む企業  

が事業を展開していく上で不可避的に直面する最も重  

要な意思決定の一つとなる。しかし，経営現場におけ  

る立地選びの意思決定は必ずしも合理的に行われてい  

るとはいえず，いまだ経験と勘に頼っているところが  

多い由   

一方，商業施設の立地問題に関する理論的研究も数  

多く行われてきて，多くの成果を挙げている。しかし，  

それらの理論研究は，実務家に言わせると，まだ現実  

に即してない部分が多いというひ そこで本稿では，理  

論研究と現実問題のギャップについて触れると同時に，  

今後の研究の方向性について考察することを目的とす  

る。はじめに検討の対象とする理論研究と現実問題と  

しては，「小売引力モデル」と「ファミリーレストラ  

ンの立地問題」を取り上げる。そして，同業種の立地  

問題を扱う理論及び実証研究において今後考慮すべき  

立地要因について論ずる。最後に，大手ファミリーレ  

ストランにおける立地評ノ価システムと売上予測につい  

ての事例を紹介することにする。  

2，理論研究  

小売施設の立地及び商圏分析に関する理論研究には，  

チェックリスト法（Nelson，1958），小売引力モデル  

（Huff，1964），類推法（Applebaum，1966）などの初  

期の研究を初めとして多くの研究の蓄積がある。それ  

らの既存研究に関する分類。整理については，Craig，  

Ghosh and McLafferty（1984），Drezner（1994）を  

参考されることとし，本稿においては理論研究の中で  

最も多くの研究成果を有する小売引力モデルに焦点を  

当てることにする。   

小売引力モデルはRellyの小売引力法則にはじまり，  

Converseの商圏分岐点公式を経てHuffモデルへと  

発展し，その後多くの研究者によって拡張¢修正が行  

われてきている。その小売引力モデルの最も一般的な  

形は以下の通りである。   

まず，分析対象地城5（∈R2）には∽個の起点と同  

一業種からなる既存のノJ、売施設が邦施設分布してい  

るとする。ここで起点というのは，行政区城やメッシ  

ュなどに分割された小領域の代表点を意味する。また，  

起点」（＝1，…，∽）から既存施設ノ（＝1，…，死）までの距  
さ  

離をd∠Jとし，既存施設ノの魅力度を』．ブとする。そ  

して，起点Zに住む消費者が分析対象地城内のある既  

存施設ノを選択する確率Pむを以下のように定義する。   

ダむ＝  
（1）  

式（1）の中のパラメータバは，距離が長くなるにつれ  

て消費者の施設利用度が減っていく度合いを表すもの  

で，距離に対する逓減度係数と呼ばれる。したがって，  

消費者の施設選択確率は「施設の魅力度に比例し，消  

費者から小売施設までの距離に反比例する」という仮  

定に基づいていることになる。ここで，施設の魅力度  

はしばしば売場面積や品揃えの幅などで代用され，ま  

た距離計算にはユークリッド平面上の直線距離，ネッ  

トワークj二の最短距離などが用いられる。   

次に9 この確率を用いて，既存施設ノが分析対象地  
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ことにする．そして今後の検討課題としたい．   

3．1分析の対象と評価の目的について   

前章で記した理論モデルは分析対象地城の中で需要  

を最大にする最適立地点を探すモデルであり，比較的  

広範囲の商圏を対象にする業種（例えば，大型のスー  

パーマーケットやショッピングモールなど）を想定し  

ている．一方，ファミリーレストランの場合は基本的  

な商圏が半径2km未満と狭く，都心であればさらに  

狭くなる．それに，出店経緯からして，ある商圏の特  

定の場所に狙いを定めて出店するケースよりも空きの  

物件を見付けて出店するケースがほとんどである．と  

いうのは，狙った位置に空きの物件が必ずあるとは限  

らないからである．要するに，現実的に出店可能な空  

き物件あっての立地問題なのである．従って，ある範  

囲の商圏に出店するならここという最適立地モデルと  

は立地評価の目的と順序が違うのである．仮に，最適  

立地点を求めたとしてもそこが商業施設を建てられな  

い調整区域だと意味がない．そういう意味では，事前  

に提示された候補地からの立地選択では必ずしもシェ  

アを最大にする立地とは限らないとし，事前に候補地  

設定を行わず最適立地を選択するDreznerのモデル  

を受け継いた研究モデルでは，レストランの立地問題  

を現実的に解決するには向かないであろう．   

3．2 距離について   

距離要因は小売引力モデルにおいて根幹を成すファ  

クターである．そして，距離には直線距離，最短距離  

が用いられている．実際，わたしたちが都市の中を移  

動するとき，目的地まで直線距離でたどり着けること  

はまれであり，道路ネットワークに沿ってアクセスし  

ていることを考慮すると，ユークリッド平面上でモデ  

ルを通用するよりもネットワーク空間で通用した方が，  

より現実的である．しかし，最短距離といっても，交  

通渋滞などでかかる移動時間を考慮すれば，消費者が  

最短距離より行きやすい経路を選ぶのは容易に想像で  

きる。前面道路がいつも混んでいたり，信号が多くて  

アクセスに時間がかかるのであれば，それが最短の直  

線距離といっても迂回して時間的に最短な道を選ぶの  

が普通である ．したがって，距離を用いて店舗売上を  

推定するならば，この時間距離を用いた方がより現実  

的であると考えられる．既存モデルが距離を最適立地  

点や店舗売上を予測するうえで最重要要因の一つとし  

て取り組んでいながら，このことは考慮されていない．   

3．3 魅力度について   

消費者にとっては距離要因のみならず施設の魅力度  

（33）453   

域内に存在する消費者から得られる需要を推定する．  

そのために，起点才における需要（または消費支出）  

を昆とおき，既存施設ノの推定需要ノ吼を以下の式  

で求める．   

∽  

肪＝芸βz  
（2）  

ここで，且は起点ごとに一意に定まる定数として与  

えられている．次に，起点グの消費者が地点（ズ，〝）に  

設置される新規施設を選択する確率書（∬，〝）を以下  

のように定義する．  

Ad「A（∬，〝）  
（3）  書（∬，〟）＝   

Ad㌻人（ェ，〝）十∑プ＝1ノ1J㌫人   

ここで，♂g（J，〝）は起点Zから地点（∬，y）までの距離，  

Aは新規施設の魅力度を表す．すると，既存施設と  

の競争関係の中で，新規施設の推定売上〟（∬，〝）を  

最大にする立地点（∬，〝）を決定する問題は，  
m  

max〟（エ，〟）＝∑風月（∬，〝）  （4）  

となる．というのが，小売施設の最適立地モデルの基  

本的な仕組みとなっている．  

3．現実問題  

小売施設の立地に関する既存研究をすべてここで取  

り上げることはできない．そのため，以下の議論は必  

ずしもこれまで行われたすべての理論及び実証研究を  

対象にしているわけではない．従って，内容によって  

は以下で述べる内容の一部を理論モデルに反映してあ  

るものもあろう．しかし，筆者の知る限り，既存研究  

における立地問題の捉え方は，総じて「マクロ」的で  

あるためゝ 比較的狭い地域を商圏とする商業施設の立  

地問題を検討している実務家に対して，現実味に欠け  

る印象を与えている．実際，何倍，何十億の資金を投  

資する出店に失敗が許されない実務家はより「ミク  

ロ」な要因に注目している．そして，実務の立地開発  

担当者はちょっとした要因の見逃しが多額の投資を台  

無しにしてしまうことを長年の経験で知っている．確  

かに実務の現場が直面しているのは個別の特殊な状況  

での問題であることが多いが，それをいちいち取り上  

げるのではなく，現実問題に共通する課題を含めてモ  

デル化し，現実への応用可能なモデルや理論を構築す  

ることが重要である．その点において，まだ立地問題  

の研究に残された課題は多いといえよう．よって，以  

下では前章で述べた小売引力モデルに焦点を絞り，そ  

の理論モデルに取り上げられている個々の立地要因と  

現実問題を扱う実務家の検討項目を関連づけて述べる  
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も同時に重要である。施設の魅力度は消費者を引きつ  

ける引力のような概念であり，魅力度が多ければ多い  

ほど遠方より客を集めることができ，また過当競争地  

域でも比較優位を得ることができる。一方，既存モデ  

ルにおける施設の魅力度は，しばしば売場面積や品揃  

えの幅などで代用されている。施設の魅力度は，ファ  

ミリーレストランを例にすると，サ山ビス，店内の雰  

囲気，メニューの充実度，昧，値段，駐車場台数，営  

業時間などの複合的な敵性によって構成されている。  

定性的なデータの統計的処理や各属性間の独立性の問  

題から多数の属性を同時に分析モデルに組み込むこと  

は困難であるとしても，多くのモデルが売場面積のみ  

で施設の魅力度を説明しようとしているのは検討の余  

地があるのではないかと考えられる。バブル崩壊後，  

売上が低迷し続けているデパートの立地問題の場合，  

売場面積だけで施設の魅力度を説明しようとすると，  

納得できる結果は得られないはずである。コンビニエ  

ンス仰ストアの配置問題を扱うモデルにおいても，売  

場面積は，ほとんど差がないのだから施設の魅力度と  

しての説明力に乏しいと考えられる。実証研究の中で  

も売場面積と魅力度との間にはそれほど強い相関はな  

いことが報告されている。売場面積よりも従業員の数  

や売上高自体が施設の魅力度を総合的に表す場合もあ  

る。   

3。4 需要の推定について   

小売引力モデルでは起点才における需要β才を一意  

的な定数とし，人口数や世帯数に置き換えられている。  

しかし，風の値のとり方によっては見積もられる需  

要や求められる最適立地点が大きく変動する。人口数  

や世帯数に月平均支出額を掛けたものが需要の一応の  

酔安にはなるだろうが，現場のカニ地開発担きⅠ勺者はこれ  

にもっとも神経を使っている。彼らが直面する現実問  

題として，例えば，古びた下町と新興住宅が混在して  

いたり，同じ団地でも賃貸マンションと分譲マンショ  

ンが混在する場合を考えると，所得や消費支出の違い  

を反映させて適切な差をつける必要がある。また，人  

口数や世帯数を基準とする場合でも，業種によっては，  

子供やお年寄り，単身一陣帯数，昼夜聞入［」などの比率  

を考慮するのも立地評価には欠かせない重要な検討項  

目となる。特に，コンビニエンス0ストアやファース  

トフード産業の立地問題においてはこれらの項目の売  

上に対する相関が高い。にもかかわらず，これらの業  

種を分析対象とする研究が，需要βzを単に，人E］数  

や世帯数で置き換えたりヲ ー意的な定数としてしか与一  

魔5租（34）  

えていないのは現実的でない。   

3．5 通過客について   

理論モテリレでは消費者を起点の定住者に限定してお  

り，起ノ和こおける需要の推定にも定住者のみを考慮し  

ている00 しかしり 商業施設の需要が周辺に住む定住者  

のみで成り立っているとは限らず，商圏環境によって  

は定住者と同時に通過客も無視できない。特に，鉄道  

駅付近の駅前立地と主要幹線道路沿いのロードサイド  

立地の場合には，利用者におめる通過客の割合が多い  

のである心 実際，商業施設がそのような立地を狙うの  

は，周辺の人［寸密度が低くても通過客，商圏外からの  

流入を目当てにするからである。したがって，通過客  

を無視した小売引力モデルの適用では一部の消費者だ  

けを対象にした分析とならざるを得ないし，周辺人口  

密度が低いにもかかわらず営業が成り立つ立地を説明  

できないことになる。   

3。6 競合施設の範囲について   

理論モデルでは，既存施設との競合関係の中で推定  

される需要を最大にする最適立地点を探す。そして，  

実証研究では，分析対象施設がコンビニエンス①スト  

アなら同じコンビニエンス㊤ストアを，スーパーマー  

ケットならri言＝ニスーパーマーケットを，病院なら一定  

規模以［二の病院のみを競合相手とする。ところが，競  

合朝子は同じ業種の同じ規模の他社とは限らない。外  

食産業のレストランを例にすると，人間の胃袋は一つ  

だから大衆食堂で食事をしようが，ホテルの高級レス  

トランでしようが，街のファミリーレストランでしよ  

うが，いくつかの選択肢の中でどれか一つを選ぶ。ま  

してや侵食を二度とる人はいない。とすれば，そのす  

べてが競合相手になるのである。スーパーマーケット  

や病院の場合にも同じことが言える。特に，比較的狭  

い地域を商圏とする業種の立地問題の場合は，どこま  

でを競合相手とするか，競合相手になりうる既存店の  

範囲画定には細心の注意を払って慎重に行う必要があ  

る。   

無論，比較的大規模で一人当りの支出額が大きい大  

型ショッピングセンターなどの場合には，街の小さな  

雑貨店まで考慮する必要はないだろう。しかし，すぐ  

隣にデパートや専門店があるにもかかわらず，業態が  

違うという理由一一一一つだけでそれらを競合相手としてカ  

ウントしないのは強引な強者の論理であるとしかいい  

ようがない。それを撫祝して最適立地点を求めたり売  

且二を予測するとしたら，どんな結果になるだろうか。  

仮にそれで売上の推定がうまくいったとしても，失敗  
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るとしよう．その場合，果たして川の東側の住民を潜  

在的消費者として見込むことができるだろうか．実際，  

そのような物件に対して，アンケートなどの顧客調査  

を行ってみると，川の東側の住民の利用は皆無に近い  

という結果が得られる．それであれば，最初から川の  

東側を商圏として含むこと自体意味がないことになる．  

迂回しても来れるなら，来店確率はその距離に反比例  

するとしているのだから，それでよいではないかとい  

う議論も有り得るが，理に適った議論というには無理  

がある．川の東側の住民の利用が見込められない限り，  

商圏は最初から分断されたものとして捉えるべきであ  

る．河川以外にも分断をもたらすものとしては線路や  

道路などがある．それらは必ず完全分断をもたらすも  

のではなく，部分的な分断要因として作用する場合も  

ある．いずれにしても，「分断」は“避けては通れな  

い’’重要な立地要因の一つであることに間違いはない．   

3．9 視界性について   

分断と同様，物件の視界性を考慮した研究事例はま  

だ見当たらない．視界性は物件が人々の視野に認知で  

きるかどうかを問うもので，どの角度からどのように  

見えるのかが問題となる．一般的に交差点立地をよい  

とするのは，この視界性に優れているからである．視  

界性の確保を特に要するのは駅前立地とロードサイド  

立地である．駅に降りて，あるいは，自動車に来って  

幹線道路を足りながら食事のできる場所を探すとき，  

店舗あるいはその看根が見えるのと見えないのでは消  

費者の選択行動に大きな違いが生じる．そうであれば，  

視界性の確保が売上に及ぼす影響は無視できない．特  

に，競争が激しい激戦地では視界性の確保が競争優位  

を確保するための重要な要因の一つになる．視界性の  

良し恵しいかんによってはアクセシビリティの評価も  

変わる．アクセシビリティの意味を噛み締めるなら，  

視界性にこそ，その本質的な要因があるのではないだ  

ろうか．なのに距離要因のみでアクセシビリティを説  

明しようとするのは，容易に得られるデータに頼るか  

らであろう．その点，理論研究はともかく実証研究に  

おいても実際現場に出かけてひとつひとつ確認した痕  

跡を感じることができない．   

視界性を阻害する要因にはいろいろあるが，特に見  

落としがちなものとして街路樹が挙げられる．イチョ  

ウやケヤキなどの街路樹は，冬ならまだしも夏になる  

と生い茂げり，物件の視界性を阻害する要因となる．  

実際，そのような要因を抱えた物件を春前に調査して  

出店してみたところ，店舗の売上が例年夏になると急  

（35）455   

の許されない何億，何十億の投資決定をしなければな  

らか－経営者に対しては説得力を持たないであろう．   

3．7 消費者の空間的分布について   

消費者の空間的分布を正確に捉えることが商業施設  

の立地・配置を考える上で極めて重要であることには  

議論の余地がない．理論モデルでは，消費者の分布を，  

行政区城単位，またはメッシュ単位の代表点に集計し，  

各集計単位ごとに需要を推定している．しかし，ここ  

でいう消費者分布というのは，各集計単位における人  

口（または世帯数）のことであって，そこの住所地に  

住む定住者を前提にしているものである．そのため，  

既存研究は消費者の空間的分布に関して「静態的」な  

分析をしているといえるのだが，消費者は住所地にじ  

っとしているものではない．街に出れば人は動くので  

あり，しかも場所や時間によって人の密集の度合いは  

異なるのである．にもかかわらず，住所地に住む定住  

者を消費者の前提にするのでは現実的といえない．   

一方，実務家が商圏分析を行う際，必ず確認するの  

は商圏内の人の流れ（動線評価）で，商圏内で人がよ  

く集まる場所はどこなのか，そこにはどういう性格の  

集客施設があるのか，その集客施設は自社店舗にとっ  

てプラスになるものなのかマイナスになるものなのか  

などを綿密に調べ，それを基に実際の消費者の空間的  

分布を把握する．そして，候補物件が，集客度が強く  

しかも自社店舗にとってプラスになる集客施設と同じ  

動線上にあるか否かで立地評価ないし売上予測に差を  

つけるのである．いずれにせよ，消費者の空間的分布  

を正確に捉えることが理論及び実証研究モデルの大前  

提である以上は，商圏内の実質的な「人の流れ」に着  

目して，消費者をより「動態的」に捉える仕組みが必  

要である．   

3．8 分断について   

連続平面上で最適立地を摸索したり新規施設の売上  

を予測する既存の研究モデルにおいては，分断という  

要素が考慮されていない．理論モデルでは分析対象地  

城内に消費者が連続的に分布していると仮定している  

ため，そこに分断という要素を入れると，議論自体が  

成り立たなくなるからなのであろう．   

しかし，商圏の分断は現実問題として確実に存在す  

る．例えば，大きな河川が分析対象地城内を南北に流  

れていて候補地物件は川の西側にあるとしよう．そし  

て川の東側の住民がその物件にアクセスする際に利用  

する橋は物件からかなり離れており，さらに川を渡っ  

てからは何度も右折左折を繰り返してやっと到達でき  
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に落ち込む例を多くみる由 かといって，木を切るわけ  

にもいかない。視界性をどう評ノ価するかはそう容易な  

ものではないであろう。悪意的な評価にならないよう，  

なにか科学的な評価基準が求められる。そのためには  

認知心理学的なアプローチを取り入れるなど，もっと  

“視野99 を広げて考えてみる必要があるかも知れない。   

3，鼠0 今後の課題について   

これまでの商圏及び立地分析研究の流れから引力モ  

デルの適用対象の変遷に注目すると，大型スーパーマ  

ーケットなどの比較的大規模な施設から街角のコンビ  

ニエンス①ストアのような比較的小規模な施設へとそ  

の焦点が移ってきている。小規模店舗になると，商圏  

の範囲も相対的に狭くなる一方で，上で述べてきたよ  

うなよりミクロな要因が立地の良し恋しを決定づける  

ようになり，それが売上にも大きく影響してくる。と  

ころが，近年の理論及び実証研究を見てみると，大規  

模な施設の立地評価を前提にした従来の引力モデルの  

マクロ的な分析に止まっているように思われる。既存  

の小売引力モデルの特性と適用対象が小規模化してい  

く今後の方向性を考慮すると，既存モデルの適用妥当  

性を慎重に検討すべきである。そして，小規模商圏を  

対象にする商業施設の立地を考える上で無視のできな  

い特有の要因については，細心の検討が今後ますます  

必要となるであろう由  

4¶ 事例紹介】立地評価システムの構築  

次に，近年筆者が民間企業と共同開発した立地評価  

システムを紹介する。対象になったA社は関東を中  

ノじ、に300余のチェーン展開をしている大手ファミリー  

レストランである。共同開発した立地評価システムの  

最大の特徴は，前章で述べた検討事項をプリミティブ  

な形ではあるが，すべて考慮している点にある。以下，  

システム開発に至った経緯とシステム開発の目的，そ  

してシステム構築の基本コンセプトについて簡単に触  

れることにする。   

A社のような外食産業における新規出店には二つ  

のケースがある。一つは，不動産会社からの紹介物件  

へ出店するケース。もう一つは，自ら特定の地域への  

進出をねらい物件を探して出店するケース。出店経緯  

の違いはあるものの，いずれのケースにおいても，物  

件が持ち込まれると，まず，地図を開き概略的な商圏  

分析を行う（→基礎商圏分析）。次に，検討に値する  

物件については，店舗間発スタッフが現地へ出向いて，  

地図では確認できない検討事項など，より詳細な調査  

偲56（36）  

を行う（→現地調査）。次に，現地調査の結果をまと  

めて売上予測を行う（→売上予測）。そして，最後に  

経営会議に出店の可否を問う（→最終評価）。   

基礎商圏分析では一定のマーケットサイズを有する  

物件かどうか，新規参入の余地は十分にあるかどうか  

を検討する鵬 それに必要な地図や基礎データ，そして  

分析は近年GIS（地図情報システム）の導入で即座に  

できるようになったため，数多く舞い込む候補物件の  

選別に大幅な労力の削減が可能になっている咽 しかし  

問題はこの後からである。現地調査による物件の評価  

は店舗開発スタッフの長年の経験と勘に頼っているが，  

彼らのノウハウというものは必ずしも論理的普遍性を  

もっているものではない。そのため，それをシステマ  

チックに整理しないとノウハウの共有と客観的な評価  

はできない。確かに立地評価に経験と勘がある程度必  

要であることは否定できない。数値データには表れな  

い重要な立地要因が見つかることがあるからである。  

しかし，店舗開発担当者は自分が汗水流して見つけた  

物件にどうしても「思い入れ」があって売【上を高く見  

積もってしまいがちである。そこで，その思い込みを  

いかにして抑制するかが組織的意思決定においては重  

要な課題となるp 思い込みは店舗開発担当者側のみな  

らず，最終的な議論の場である経営会議で評価する重  

役側にもあるα 本来なら，調査項目と評価プロセスが  

システムイヒされ，調査報告する側と分析評価する側が  

それを共石すべきである。両者ともに納得できる評価  

のための客観的な「物差し」を持たないから，いつも  

マイナーな個別要因で議論は発散してしまい収拾がっ  

かなくなる。そして結論がその場の雰囲気に左右され  

てしまうのである。   

では，ここでA社システムによる売上予測の手順  

を紹介する巾   

4．1基礎商圏分析  

（1）画面上に候補物件を中心とする地図を表示する。  

（2）駅前，住宅，ロードサイドなど立地別に異なる  

基礎商圏の範囲を設定する 

（3）家計調査，商業続計など基本的なメッシュデー  

タを集計する 

（4）タ血ゲットとなる人口や世帯数を抽出したうえ  

で9 一人当たり，または世帯当たりの外食支出  

額を算出し，商圏の潜在的需要（マーケットサ  

イズ）を推定する。  

（5）商圏や立地が類似している既存店などを参考に，  

競合店や集客施設の数，位置関係，競合の度合  
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（5）所得や消費支出に関連する現地調査の情報に基  

づいてメッシュ単位の外食支出額に差をつける  

（←地域間の消費支出の差を考慮）．  

（6）各メッシュの代表点から競合店と出店予定の物  

件までの最短距離ないし最もアクセスしやすい  

経路の距離を求める（←最短距離の測定）．  

（7）競合店のメニューの種類と数，客単価，売場面  

積，駐車台数，営業時間，視界性などを考慮し  

た魅力度を算定する（←魅力度の算定）．  

（8）以上で求めた外食支出額，距離，魅力度などに  

基づいて出店予定物件の売上を算定する．  

（9）前面道路の通行量・運行速度などの道路事情や  

視界性を考慮した見つけ易さ，入り易さから通  

過客が売上に占める割合を算定する（←通過客  

の考慮）．  

（10）通過客による売上分を加算して最終的な売上高  

を予測する．   

以上のように，A社システムによる売上予測は  

「人の流れ」や「分断」という，これまでの理論・実  

証研究では考慮されなかった要因に注目して，消費者  

の空間的分布や商圏の大きさをより現実的なものとし  

て捉えている．また，競合範囲，外食支出額，距離，  

魅力度，通過客などに細心の注意を払って引力モデル  

を通用しているところにも特徴がある．なお同システ  

ムは，マーケットサイズ別，地域別，立地要因別に選  

ばれた既存店を対象にした売上予測に対して高い精度  

の結果を得ることができ，新規出店の売上予測にはも  

ちろんのこと，既存店の中から撤退すべき店を判別す  

るにも役立っている．もっとも，A社の場合は，精  

度の高い売上予測ができるようになったという成果よ  

りも，売上を左右する本質的な要因を網羅したシステ  

ムの導入によって，≠阻織内部の関係者が立地を共通の  

認識の上で客観的に評価できる「物差し」を持つこと  

い，集客施設の集客度などを考慮して出店余地  

があるかどうかを判断する．   

4．2 現地調査  

（1）GISシステムを基にした基礎商圏分析の結果を  

現地調査スタッフに渡す．  

（2）担当者は基礎商圏分析の結果を確認しながら，  

3章で述べた検討項目をすべて網羅した現地調  

査チェックリストに基づいて丹念に現地調査を  

行う．  

（3）調査結果をまとめる．   

4．3 売上予測   

A社の売上予測システムの基本コンセプトは一種  

の障害物競技のようなものである．つまり，ターゲッ  

トとなる消費者は，まず分断要因を乗り越えなければ  

ならない．分断を乗り越えなければメッシュ内部の小  

規模な飲食店に吸収されると想定する．次には競合店  

との客の奪い合いが待っていて，競合店に捕られる分  

を除いたものが自社店舗の客数となる，といったよう  

な具合である．以下，それを順に沿って説明すること  

にする．  

（1）メッシュ別の人口データから対象外人口を除い  

た後，昼夜聞入口の比率などを考慮し，ターゲ  

ット人口を算定する．  

（2）基礎商圏内の商業施設，集客施設の数と規模を  

基に商圏内の人の流れを把握し，メッシュ人口  

の流出および流入程度に従ってメッシュ人口の  

調整を行う（←人の流れの把握）．  

（3）分断要因の分断程度によってメッシュ人口を再  

調整し実質的な商圏の大きさを確定する（←分  

断の考慮）．  

（4）分断を反映し再調整されたメッシュ人口からメ  

ッシュ内の小規模な飲食店に捕られる客数を引  

く（←競合範囲の考慮）．  

図1A社システムの基本コンセプト   
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図2 売上予測の実行例  
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ができたという意味の方が大きいといえる。  

こ  ・・－・“・  

理論は実践に結び付けられてこそ，その実価を発揮  

するものである。小売引力モデルを通用した研究事例  

は数多くあるが，まだ問題の本質を捉えたものは少な  

く，非現実的に思われるものが多い。その非現実性は  

′j、売引力モデルが持つマクロ的な物の捉え方に起因す  

る（それでよい場合もある）のであろうが9 問題は  

Hufトモデルの“のれん分げ9 を安易に繰り返してい  

る研究者側にあるのではないだろうか。  

一方，商圏分析の研究対象は大規模な施設から小規  

模な施設へとその焦点が移ってきており，マーケテイ  

ングの主流もマス「7－－ケティングからエリアマーケテ  

ィングハ＼とより細分イ比されたものになってきている。  

そのような方向性を勘案すると，従来のマクロ的な物  

差しではミクn化していく問題に対処できなくなって  

いる。その意味において例えていうならば9 引力の法  

則を明らかにした古典的なこユートン力学から，原子  

レベルのミクロな物理現象を解明しようと違子力学に  

代表される現代物理学が大発展を遂げたように，立地  

理論にも新たな物の見方が求められているといえるの  

かもしれない。  
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